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対象設備 特別償却 税額控除
3%

（法人税額の15％を限度）

５％
（法人税額の20％を限度）

ソフトウェア
器具備品
機械装置

30%

10

ＩoＴ投資の抜本強化（コネクテッド・インダストリーズ税制の創設）
（所得税・法人税・法人住民税・事業税）

【計画認定の要件】
①データ連携・利活用の内容
・社外データやこれまで取得したことのないデータ
を社内データと連携
・企業の競争力における重要データをグループ
企業間や事業所間で連携

②セキュリティ面
必要なセキュリティ対策が講じられていることを
セキュリティの専門家(登録セキスペ等)が担保
③生産性向上目標
投資年度から一定期間において、以下のいずれ
も達成見込みがあること
・労働生産性：年平均伸率２％以上
・投資利益率：年平均15％以上

 認定された事業計画に基づいて行う設備投資に
ついて、以下の措置を講じる。

【対象設備の例】
データ収集機器（センサー等）、データ分析により自動化する
ロボット・工作機械、データ連携・分析に必要なシステム（サーバ、
ＡＩ、ソフトウェア等）、サイバーセキュリティ対策製品 等

※

• 一定のサイバーセキュリティ対策が講じられたデータ連携・利活用により、生産性を向上させる取組について、
それに必要となるシステムや、センサー・ロボット等の導入に対して、特別償却30％又は税額控除3％（賃
上げを伴う場合は5％）を措置。

• 事業者は当該取組内容に関する事業計画を作成し、主務大臣が認定。認定計画に含まれる設備に対して、
税制措置を適用（適用期限は、平成32年度末まで）。

最低投資合計額：5,000万円

※計画の認定に加え、継続雇用者給与等支給額の対前年度増加率≧３％を満
たした場合。

課税の特例の内容

データ連携





産業データ共有促進事業費補助金
• 協調領域における事業者等が保有するデータのさらなる活用（共有・共用）のため、基盤となるシ
ステムの構築に向けた25件のプロジェクトが進行中。
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プロジェクト（例）
シップデータセンター 運航データの収集・蓄積等、船舶に関わるデータ基盤を構築、一元管

理することで利活用が促進される環境を整備。

石油エネルギー技術センター 製油所の各種データや解析モデルをプラットフォーム上に共有し、製油
所保安へ適応。他業界からも多くのデータを収集し、解析モデルの適用。

ダイナミックマップ基盤
(スマートドライブ)

高精度3次元地図データの共有を行う事業。効率的な地図メンテナン
スや自動走行・安全運転支援システムでの利活用に貢献。

インダストリアル・バリューチェーン・イニシアティブ
（DMG森精機、日立、ファナック、三菱電機）

個々の製造プラットフォーム間を共通的な枠組みでつなぐことを目的に、
企業を越えた利活用、連携に向けた共通辞書の仕組みを構築する。

ユニバーサルマテリアルズ インキュベーター
（化学品イー・データ開発）

分散して存在する素材・化学産業の多種多様な技術及び周辺情報に
つき、事業・案件毎に分類、分析を加えることで、新事業情報として利
活用。

横河ソリューションサービス
(Hmcomm、日本ゼオン株式会社)

パイプラインを含む生産プロセスラインで発生する音声を収集、AI解
析を用い、パイプの「つまり」等のプロセス異常の予知・予兆把握に活用
する。

データ共有












